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都市化と総選挙
升味準之輔
1 9 5 5年の秋，あいついで社会党統ーと保守合同がbζ念われたとき．
ひとはそれを二大政党制の成立と称した。それが実際二大政党制といいうる
ものであったかどうかは頗る疑わしL、。社会党は自民党K匹敵しうるほどの
勢力では念かったからである。しかし，社会党につづく第二野党ははるかに
微小であったし，社会党は増大をつづけるであろうという予想があった。 ζ
の独占的野党の地位と増大の予想はす〈念〈とも 19 6 0年代のはじめまで
は持続したと考えられる。ととろが， 1 9 6 5年をとえるとろKはか念 b揮を
わし〈念った。す念わち，社会党は予想されたどと〈増大し念いばかbで念
〈，減退のきざしを示し．野党第二党以下がか念 bの票数と議席を獲得する
ように走った。そして．野党全体を合ぜても， 自民党の票数にそれほどの打
撃を与えそうにはみえ念〈念ったのである。
1 9 6 0年代の後半にあらわれたとの傾向は，ニ大政党の収織といえるか
もしれなL、。つま !J. 自民党と社会党の得票の合計が， 1 9 5 8年 91 ~か
ら 69~ まで漸次低下したのである。議席の和は同じ時期K9 71'から 78 
'!JK漸次減少している。しかし，社会党の減少は，自民党のそれ（議席では
1 9 6 9年Kは増加した）よりもはるかに激甚であるから，両党の収縮とい
うのは適当ではあるまL、。それでは野党の多党化といえばよいであろうか。
社会党の独占的野党の地位がか念b豪掘し．どとまで動揺するか予想もつか
左いのはたしかであるが． しかし，野党第二党公明党の二倍の得票と議席を
もっている。公明党が当面急激に伸びる予想、が念〈，民社党も共産党も漸増
以上は望め念いとすれば，野党第一党は当分は社会党がしめるととに走るで
あろうか。多党化がドングリの背〈らべ的状態をいうのであれば， とれを野
党の多党化というととはでき念い。ともかく，自民党をはるかに上まわって
社会党が減退し，また社会党の独占的野党たる地位が動揺しているのである
から．自民党は，たとえ漸減するとしても，その地位はむしろ強化される ζ
とにまるであろう。社会党統一の穀療を会それて合同を強行した自民党が 1
9 6 0年代の半ばまで抱いていた社会党に対する警戒心は現在では過ぎ去っ
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た悪夢であろう。す〈左〈とも自民党はそう感じられるであろう。
とのよう念過去 15年間の変動の条件は何であろうか。それはさまざまの
方向から求めるととができるが．まず取りあげたいのは，経済的変動と選挙
行動の関係である。
(1）最も一世的にいえば，伝統的左選挙地盤の核心は，部落または村規模の
地方有力者とその地域の有権者との聞の日常的念関係が選挙のさいには得票
機能を果すとと. i.＇よび地元代議士一府県議会議員一市町村議会議員一地方
有力者の個人的関係のピラミァドを通じて代議士（候補者）は得票を集積す
るととである。とのよう念選挙地盤の構造は，ある程度閉鎖性をもった農村
的小社会と名望家の支配を前提とする。そして選挙意識の調査をすれば．有
権者は総選挙よbも地方選挙（とくに市町村の選挙）に政党本位よりも人
物本位で投票する．という結果を得るであろう。投票率は地方選挙の方が高
〈念るはずである。（従来の調査はとれらのととをしめしている。）
(2）都市化はとの伝統的地盤を〈ずす。農業人口の減少．都市人口の増大は
伝統的社会の人間関係と名望家支配を弛緩させ縮少する。ー農業．中小企業，
産業労働者，俸給生活者というよう在職業的分類，農村，半農村．都市．大
都市のよう念地域的分類にもとず〈選挙調査の結果は．都市化が伝統的選挙
地盤の解体を促進するととを十分に語っている。関心は地方選挙から総選挙
に移る。人物本位に対して政党本位が増加する。
1 9 5 0年代の総選挙（ 1 9 5 2, 5 3, 5 5, 5 8年） I'( i.＇ける社会党
( 1 9 5 5年以前は左派と右派）の得票と議席の増大は， ζの都市化の傾向
と一致していた。社会党の増加分は都市的職業（俸給生活者と産業労働者｝
または都市居住者の増加分I'(依存していたと考えられる。農民運動．農民組
合によってえられる農村票は固定いとれに，労働組合（総評）によって獲
得された都会票が加わる。とのいきbいがつづく左らば， 1 9 6 0年代の辛子
わりまでには自民党は半数を割札社会党が第一党に念るという予想も根拠
が左くは念いように考えられた。
??
(3) 1 9 5 0年代の半は＼日本経済はほぼ戦前の水準に回復した。しかし，
高度成長が日本経済の長先胎9傾向であると信じられるように念るのは1960
年（安保騒動の年）とろであろう。そして，信じられたどとき，いやそれ以
上の意想外の高率の成長が 60年代の社会的変動を引き bとすととになった。
たとえば，農業人口の激減である。 19 5 0-5 5年の減少率は 6・4%. 
5 5-6 0年 11・6%. 6 0-6 5年 17・5%と急テンポである。農村
や山村からニ，三男ついであとと bが．それから中高齢層の経営主までも流
出する。農家戸数では，専業農家の比率は 19 5 0年の約二分のーから 19 
6 5年には四分の－K~ る。 1 9 6 0年からは農家戸数そのものが減少しは
じめる。農業者総数K対する第一次産業人口は． 1 9 5 0年の 48・3%が
1 9 6 5年には半減した（ 2 4・7% ）。
ととから生ずるのが過疎と過密の問題である。一方では．人口が流出して
社会が成立し念〈念る。 U雌，山陽，四国の山村でまず目立ってあらわれた
が，他地域にも拡大し，ついにはヰ悔道，東北にも及ぶであろう。 19 6 0 
-6 5年に人口が 10 %以上減少した町村を過疎地帯とした計算によると．
全国で89 8町村（全国町村の25 % ），そとK住む人口は 82 5万（全人
口の 10 % ）である。他方．都市は過密化する。人口の都市集中の起動力は
重化学工業の進展であるが．とれにとも念って広範念連鎖反応、が生じた。下
請工場群や製品の流通機構がつくP出されるだけで左〈，住宅・道路・鉄道・
商店街・学校・病院念どの建設が付随する。とうして多くの新興エ業都市が
茨城県から山口県にいたる太平洋ベルト地帯に拡った。 1955-65年に
との地帯の人口の総人口に対する比率は50%から55%11:ふえ，とくに大
都市周辺の神奈川・埼玉・千葉・奈良・兵庫念どの人口増加がはげしL、。
(4）過密と過疎の進行は伝統的社会をくずす。農村的選挙地盤は動揺する。
大都市l'C:t-いてもか念りの部分（と〈に商店街や中小工場左ど）は名望家支
配的形態を残していたのであるが，その残基も潰え去るであろう。そζで生
ずる新しL、選挙運動組織一得票技術は何であろうか。さまざまあるとしても，
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少念くとも二つの点は指摘できる。
（ィ）得票地盤の動揺に対応して，選挙を直接目的としてつくられたのは候補
者の個人後援会である。 19 5 0年代の末から目立ちはじめ． 1 9 6 0年総
選挙には社会党候補者もとれを組織している。とれがどのように活動するか。
その活動が党組織を補強すると同時に混乱させている様子は，政治記者の最
も好んで報道するととろであり，最も面白い話のタネではあるが．実態は念
かなかっかみに〈い。公開をはばかる活動も含まれているばかbでなし地
域の日常生活と区別でき念い部分も多い未定形の半組織だからであろう。後
援会は従前の選挙運動と格段の差があるわけでは念いが，重要左ととは，競
争の激化と地盤の弛緩に対して，意図的持続的念大量動員組織の必要が生じ
たととである。しかし．それが，残存する伝統的関係に依存して地盤を補強
する組織であるかぎり．都市化のすすむに升Lて効果が減退す？るであろう。
都市の後援会の活動Kは，有権者に対する便宜の提供や戸別訪問からピラや
ポスターの広告戦術への移行がみられるが，果して得票の穀療があるであろ
うか。
公明選挙連盟の選挙調査にはしばしば後援会活動か調査項目のーっとして
あげられているが， 1 9 6 7年の全国調査によると，後援会K加入している
ものは全国平均6係，七大都市で4~.中小都市と郡部でそれぞれ 6~であ
る。男 9~. 女 3~。農林漁業自営者 1 0 ~.商工サーグィス自営者 1 1 ~. 
自由業 17 ~が多い職業部門である。主婦の加入は 4~。都市化するほど加
入勧誘はさかんであるが．加入者はすく念いようである。加入の割合の多い
のは．公明党 16 %，共産党 9%。勧誘された割合の多いのは共産党21 ~. 
公明党 15 %.ζれに自民党と民社党がつづき．社会党が最も少1-:い。
（ロ）伝統的地盤の動揺とともに増加する浮動票K最も大きい影響を与えるの
はマス・メディアであろう。というよP，マス・メディアは．伝統的地盤の
解体を促進し，とれを全国的念体系の念かに吸収する作用をもっ。たとえば．
テレピについて， N HK受信契約数は 19 5 5年 11万2千で普及率0・9%
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から 19 6 0年には27 1万で83・2%1'C達した。テレビ・ラヂオ契約数
は 19 6 6年 19 2 4万，普及率79・8%。普及率に都市．農村の差違は
みられ念L、。ともかく．その影響力は甚大であるにちがL、左いけれども， ど
のように影響するかを調査するととはすとぶる困難である。
「テレピ政見放送の選挙に与える影響」（白鳥会・田中糟政， 1 9 7 0年，
国民政治研究会｝によると，「有権者の多〈は，たとえ支持政党を有してい
るととはあっても，支持候補者までは決定してい左い状態で選挙戦の開始を
迎える。すでに支持政党をもっている有権者は全体の6割程度であろう。そ
のうち約半数の 5割は支持候補者を決めて i,~!I，政見放送その他の選挙運動
は，との段階でとれらの有権者の支持候補を変更するととはほとんどでき念
い。との部分を除〈残りの6審リカミら7割K，選挙運動は影響を与える可能性
があるという ζとに左る。だが，とのうち約3割のすでに支持政党を決定し
ている有権者は．支持政党の範囲内でのみ選択を行念う。 J「最後の5割だ
けが，選挙運動の影響の対象として完全に自由左ものと考えられる。」「重
要左 ζとは．テレビ政見放送（ ;1,~そらしすべての選挙運動）は，まだ支持
政党も支持候補者も念い有権者を特定政党や特定候補者の支持に向わせたり，
支持政党や支持候補者を持つ有権者を『支持なし』K向わせたbするととは
できても．有権者の支持政党や支持候補者をあるものから別のものへと変更
させるととはできないという事実を知るととであろう」（ 2 2頁）。一一よ
〈よめば，とれは浮動票のうどき方を述べているのであって，テレビの影響
をいっているのでは念いけれども．面白い結論である。
さて， 1 9 6 0年の総選挙（ 1960, 63, 67, 69年｝の特徴は前
記のどと〈多党化である。全体としてみれば． 1 9 6 7年総選挙が象徴的で
あった。す念わち， とのとき自民党は得票数ではじめて 50%を審リ!I，社会
党は漸増から減少に転じたのである。問題は多党化がどとからどの程度進行
しつつあるかであろう。とれについて調査をい〈っかあげてbきたい。
(1）多党化は大都市からはじまったととは周知のととであるが．その規模は
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第 1表A・BKしめされる。
第 1表A 都市農村選挙区別政党別得票比（ 1960-69) 
自民党 社会党 両党外
1 9 6 0 5 0 ・ 4~ 3 0 ・ 8~ 1 8 ・ 8~
都市選挙区 1 9 6 3 4 6・5 3 2・0 2 1・5
( 3 6区） 1 9 6 7 3 6・4 2 7・2 3 6・4
1 9 6 9*3 9 1 9 4 2 
農村選挙区 1 9 6 0 6 6・6'Ii 2 1 ・ o~ 1 2 ・ 5~
( 1 7区） 1 9 6 3 6 2・0 2 4・5 1 3・7
1 9 6 7 6 4・7 26・8 8・5
1 9 6 9*6 4 2 2 1 5-
朝日ジャーナル． 1947, 2, 12。
1 9 6 0年11月の有権者数を基準Kして．増加のもっともはげしい36区
を都市区．有権者数が増加し念かったか減少した区を農村区としている。
争時 19 6 9年は．第 1次産業人口が 10 ~以下の選挙区（ 3 2 ）を都市区．
40~以上の選挙区（ 2 0 ）を農村区としてある。朝日新聞『自民党』 19 
7 1年， 33 0頁。
第 1表B 都市農村選挙区別政党別得票比（ 1969)
100~ 区数 自 民 社 会 ノA;¥, 明 民 社 共 産
大都市型 2 4 30・7% 18・7% 1 7・3% 13・9% 13・8%
都市型 2 5 47・5 2 1・7 1 1・7 8・4 6・7
準都市型 2 2 54・1 22・8 8・1 5・6 5・0
準農村型 2 6 52・5 23・5 7・5 5•2 4・2
農村型 2 5 62・4 2 1・4 3・5 2・1 5・4
全 園 123* 47・6 2 1・4 1 0・9 7・7 6・8
一一一一一
柚正夫編．『日：本の総選挙』毎日新聞， 1 9 7 1年. 3 8 3頁。
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美奄美群島を除〈。
(2）自民党と社会党の得票の念かで都市ー農村票の比率もまた 19 6 0年代
に変化した。つまり．都市禁は農村票に対して減少した。 ζの点で自民党と
社会党は同類の構成である（第2表）。とれに対照的念構成は他の野党にみ
られる。す左わち，得票の 40ー 50 %は大都市型選挙区からきている（第
3表）。
第2表 都市農村選挙区別政党別得票比（ 1960-69)
100% 1 9 6 3 1 9 6 9 i 1 9 6 0 1 9 6 7 
一
大都市型I2 4・6% 2 6・6% 2 9・6% 2 9・8%
有 都市型； 2 1・6 2 2・0 2 2・8 2 3・4
権 準都市型l1 8・1 1 7・5 1 6・5 1 6・5者
数 準農村型 i1 9・5 1 8・1 1 7・2 1 6・9
農村型 1 6・4 1 5・5 1 4・1 1 3・4
大都市型 1 6・9% 1 7・3% 1 6・5% 1 5・9%
自 都市型 2 1・5 2 1・6 2 2・1 2 3・4
民
党 準都市型 1 9・8 1 9・5 2 0・2 2 0・1
得
フEヲEマ 準農村型 2 1・4 2 2・5 2 1・5 2 0・8
農村型 2 0・4 I 1 9・5 1 9・7 1 9・8
大都市型 24・6%:25・6% 2 4・6% 2 1・4%
社 都市型 2 2・5 ' 2 2・2 2 2・7 2 3・8
会
党 準都市型 1 8・1 1 8・1 1 8・2 1 8・8
得
票 準農村裂 2 0・2 1 9・？ 1 9・9 2 0・8
農村型 1 4・8 1 4・6 1 5・2I 1 4・2
' L司－－－－ ’ー ←ー F ？ー 一ー一ー 戸ー ーー ーー －－－
柚正夫編， 『日本の総選挙』 19 7 1年， 388, 389, 390頁の表。
??
第3表公明，民社，共産党都市農村選挙区別得票構成
100 ~ 公明 民社 共産
大都市型 4 3・6% 44・7% 5 0・2%
都市型 25・4 2 5・6 2 2・8
準都市型 1 3・0 1 3・0 7・8
準農村型 1 3・1 1 2・6 1 1・6
農村型 4・9 4・1 7・6
柚正夫編．『日本の総選挙』 19 7 1年， 38 4頁。
（追記） ζの調査はまだ終了していなL、。上記の根拠と念る資料の大部分
は，小著『現代日本の政治体制』 19 6 9年，岩波書店K収録されている。
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